
様式第１号

年度宮城県倉庫事業者エネルギー価格高騰緊急支援補助金

第 号

令和 年 月 日

　宮城県知事　　殿

（申請者）

 ）

－ －

年度宮城県

倉庫事業者エネルギー価格高騰緊急支援補助金 金 円を交付されるよう関

係書類を添えて申請します。

記

㎡ 105 円 円 円

㎥ 325 円 円 円

㎥ 710 円 円 円

円

住所

交付申請書兼実績報告書

令和

（郵便番号〒

補助金等交付規則（昭和51年宮城県規則第36号）第３条の規定により、令和

１　申請内容

事業者名

（電子メールアドレスがない場合は「なし」と記載すること）

面積又は容積×
補助単価

・（２）×（４）
又は

・（３）×（４）

電子メール
アドレス

受寄物在貨
面積平均
（ｍ２）

※下記参照

（２）（１） （３） （４）

受寄物在貨
容積平均
（ｍ３）

※下記参照

補助単価
（円）

倉庫の種別

担当者名

電話番号

担当部署名

代表者名

（５） （６）

補助金申請額（円）
・（５）を千円未満
  切捨て

合計

冷蔵倉庫（Ｆ級）

冷蔵倉庫（Ⅽ級）

１類・２類倉庫

※　「受寄物在貨面積平均」及び「受寄物在貨容積平均」は、別紙１－１「補助対象倉庫一覧表」の「令和
５年度第３四半期～令和６年度第２四半期の受寄物在貨面積（容積）の平均」欄から移記すること。

　なお、補助金の交付決定を受けた際には、別紙３「債権者登録票」記載の口座へ振り込みを依頼します。

（補助金申請者と口座名義人が異なる場合も含む。）



確
認
欄

□

□

（６）役員等名簿（別紙２） □

□

□

（全ての要件を満たさない場合又はチェックが無い場合は補助金の対象とはなりません。）

確
認
欄

□

□

□

□

□

□

□

□

（１）補助対象倉庫一覧表（別紙１－１～別紙１－４）

（５）常時使用従業員数がわかる書類（税務申告書（法人事業概況説明書）等）
□

（３）登記事項証明書（現在事項全部証明書）
（補助事業者が法人の場合のみ）

① 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が
所有している中小企業者

② 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業が
所有している中小企業者

③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占め
る中小企業者

（３）補助事業者は右欄に当ては
まる（中小企業である）者か。

（４）補助事業者は右欄全てに当
てはまらない（みなし大企業では
ない）者か。

④ 発行済株式の総数又は出資価格の総額を①～③に該当する中小企業者が
所有している中小企業者

⑤ ①～③に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数
の全てを占めている中小企業者

（１）補助事業者の役員に暴力団関係者がいないか。

（２）補助事業者は県税に未納がないか。

　資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が300人以下の会社及び個人

２　添付書類（添付したら確認欄へ☑すること）

□

□

（２）令和５年１０月１日から令和６年９月３０日までの１年間の期末倉庫使用状況報告書の写し
（四半期毎に東北運輸局に提出するもの）

（４）住民票抄本（マイナンバーの記載がないもの）

（補助事業者が個人の場合のみ）

□

（９）エネルギー価格高騰の影響に関する調査（別紙４）

書類名

確認事項

（資本金又は出資金が３億円を超える場合のみ）

（８）債権者登録票（別紙３）

（７）県税納税証明書（発行から３か月以内のもの）

（所管の県税事務所で取得すること）

３　補助対象者（欠格事由等）の確認（確認したら確認欄へ☑すること）



（６）県において、別紙「役員等名簿」により提出する補助事業者の個人情報を警察に提供することについて
同意するか。

　補助金の交付申請にあたり、上記のいずれにも誓約又は同意をいたします。この誓約が虚偽であり、又はこ
の誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなった場合も、異議は一切申し立てません。上記につ
いて理解の上、交付申請いたします。

□

□

１　補助事業者として不適当な者
（１）暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）
　　第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力
　　団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以
　　下同じ。）であるとき
（２）事業者（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）
　　第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等
　　（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役
　　員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる
　　者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者である
　　かを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執
　　行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと
　　認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若し
　　くは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える
　　目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしている
　　とき
（３）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等
　　を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴
　　力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知り
　　ながらこれを不当に利用するなどしているとき
（５）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難さ
　　れるべき関係を有しているとき

２　補助事業者の相手方として不適当な行為をする者
（１）暴力的な要求行為を行う者
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を
　　行う者
（４）偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を
　　妨害する行為を行う者
（５）その他前各号に準ずる行為を行う者

（５）補助事業者は右欄に当ては
まらない者か。

□



1 ㎡ ㎡

2 ㎡ ㎡

3 ㎡ ㎡

4 ㎡ ㎡

5 ㎡ ㎡

6 ㎡ ㎡

7 ㎡ ㎡

8 ㎡ ㎡

㎡

1 ㎥ ㎥

2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

4 ㎥ ㎥

5 ㎥ ㎥

6 ㎥ ㎥

7 ㎥ ㎥

8 ㎥ ㎥

㎥

1 ㎥ ㎥

2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

4 ㎥ ㎥

5 ㎥ ㎥

6 ㎥ ㎥

7 ㎥ ㎥

8 ㎥ ㎥

9 ㎥ ㎥

㎥

㎡ ㎥

㎡

㎥

㎥

※１　欄が不足する場合は、適宜、行を追加すること。

㎡

㎥

㎥

　の倉庫

を記入

を記入

※２　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の所管面積（容積）の内容によること。

令和５年度第３四半期～令和６年度第２四半期の受寄物在貨面積（容積）の平均

様式第１号へ
移記

倉庫の種別
受寄物在貨面積
平均（m2）

受寄物在貨容積
平均（m3）

１類・２類倉庫

※　（別紙１－１～１－４における各半期の受寄物在貨面積・容積の合計）÷４により計算すること。
　　（小数点以下切り捨て）

※３　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の受寄物在貨面積（容積）の内容によること。

冷蔵倉庫（C級）

冷蔵倉庫（F級）

受寄物在貨面積（容積）の合計

令和５年度第３四半期～
令和６年度第２四半期の合計

(別紙１－１～１－４の各項の合計）

１類・２類倉庫

冷蔵倉庫(Ｃ級)

冷蔵倉庫(Ｆ級)

小計

　・F3級

　・F4級

冷蔵倉庫

(F級)

  ・F1級

　・F2級

小計

・C3級

の倉庫

冷蔵倉庫

(C級)

・C1級

・C2級

小計

※１類・２類倉庫

※３
※冷蔵倉庫

※３

１類・

２類倉庫

別紙１－１

補助対象倉庫一覧表【令和５年度第３四半期分】（R5.10～R5.12月分）

倉庫の種別 番号 倉庫の名称

分類
所管面積
（容積）

※２

受寄物在貨面積
（m2）

受寄物在貨容積
（m3）

※1類、2類、C3
～F4級の分類



別紙１－２

分類

※1類、2類、

C3～F4級の分
類

１類・ 1 ㎡ ㎡

２類倉庫 2 ㎡ ㎡

3 ㎡ ㎡

4 ㎡ ㎡

5 ㎡ ㎡

6 ㎡ ㎡

7 ㎡ ㎡

8 ㎡ ㎡

㎡

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(C級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

・C1級 4 ㎥ ㎥

・C2級 5 ㎥ ㎥

・C3級 6 ㎥ ㎥

の倉庫 7 ㎥ ㎥

を記入 8 ㎥ ㎥

㎥

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(F級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

  ・F1級 4 ㎥ ㎥

　・F2級 5 ㎥ ㎥

　・F3級 6 ㎥ ㎥

　・F4級 7 ㎥ ㎥

　の倉庫 8 ㎥ ㎥

を記入 9 ㎥ ㎥

㎥

㎡ ㎥

※１　欄が不足する場合は、適宜、行を追加すること。

受寄物在貨面積（容積）の合計

※２　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の所管面積（容積）の内容によること。

※３　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の受寄物在貨面積（容積）の内容によること。

小計

補助対象倉庫一覧表【令和５年度第４四半期分】（R6.1～R6.3月分）

受寄物在貨容積
（m3）

※冷蔵倉庫

※３

倉庫の種別 番号 倉庫の名称
所管面積
（容積）
※２

受寄物在貨面積
（m2）

※１類・２類倉庫

※３

小計

小計



別紙１－３

分類

※1類、2類、

C3～F4級の分
類

１類・ 1 ㎡ ㎡

２類倉庫 2 ㎡ ㎡

3 ㎡ ㎡

4 ㎡ ㎡

5 ㎡ ㎡

6 ㎡ ㎡

7 ㎡ ㎡

8 ㎡ ㎡

㎡

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(C級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

・C1級 4 ㎥ ㎥

・C2級 5 ㎥ ㎥

・C3級 6 ㎥ ㎥

の倉庫 7 ㎥ ㎥

を記入 8 ㎥ ㎥

㎥

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(F級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

  ・F1級 4 ㎥ ㎥

　・F2級 5 ㎥ ㎥

　・F3級 6 ㎥ ㎥

　・F4級 7 ㎥ ㎥

　の倉庫 8 ㎥ ㎥

を記入 9 ㎥ ㎥

㎥

㎡ ㎥

※１　欄が不足する場合は、適宜、行を追加すること。

補助対象倉庫一覧表【令和６年度第１四半期分】（R6.4～R6.6月分）

小計

倉庫の種別 番号 倉庫の名称
所管面積
（容積）
※２

受寄物在貨面積
（m2）

受寄物在貨容積
（m3）

※１類・２類倉庫

※３
※冷蔵倉庫

※３

小計

受寄物在貨面積（容積）の合計

※２　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の所管面積（容積）の内容によること。

※３　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の受寄物在貨面積（容積）の内容によること。

小計



別紙１－４

分類

※1類、2類、

C3～F4級の分
類

１類・ 1 ㎡ ㎡

２類倉庫 2 ㎡ ㎡

3 ㎡ ㎡

4 ㎡ ㎡

5 ㎡ ㎡

6 ㎡ ㎡

7 ㎡ ㎡

8 ㎡ ㎡

㎡

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(C級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

・C1級 4 ㎥ ㎥

・C2級 5 ㎥ ㎥

・C3級 6 ㎥ ㎥

の倉庫 7 ㎥ ㎥

を記入 8 ㎥ ㎥

㎥

冷蔵倉庫 1 ㎥ ㎥

(F級) 2 ㎥ ㎥

3 ㎥ ㎥

  ・F1級 4 ㎥ ㎥

　・F2級 5 ㎥ ㎥

　・F3級 6 ㎥ ㎥

　・F4級 7 ㎥ ㎥

　の倉庫 8 ㎥ ㎥

を記入 9 ㎥ ㎥

㎥

㎡ ㎥

※１　欄が不足する場合は、適宜、行を追加すること。

補助対象倉庫一覧表【令和６年度第２四半期分】（R6.7～R6.9月分）

小計

倉庫の種別 番号 倉庫の名称
所管面積
（容積）
※２

受寄物在貨面積
（m2）

受寄物在貨容積
（m3）

※１類・２類倉庫

※３
※冷蔵倉庫

※３

小計

受寄物在貨面積（容積）の合計

※２　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の所管面積（容積）の内容によること。

※３　東北運輸局に提出した期末倉庫使用状況報告書に記した棟別の受寄物在貨面積（容積）の内容によること。

小計



別紙２

「役員等名簿」

補助事業者名　

フリガナ 生年月日

氏　　名 （和暦）

15

12

11

13

14

9

10

7

8

5

6

3

4

2

1

№ 役　職 住　所 性　別



別紙３

代表者の情報 役　職

※個人事業者は記載不
要

氏　名

□ 本　店

□ 支　店

□ 普　通

□ 当　座

フリガナ

口座名義人

※通帳等に記載されているとおり
に転記してください。

住所・所在地

※個人事業者は住民票上の住所

※法人は法人登記簿上の本社所在
地

債権者登録票

＜留意事項＞
１　各項目について、記入漏れがないようにしてください。
２　振込先口座の情報については、記入を間違えると支払いができなくなるので、必ず通帳等を
確認して誤りのないようにしてください。
　※特に、口座名義人の欄は、通帳等に記載されているとおりに転記してください。
　※ゆうちょ銀行を振込先金融機関にする場合には、必ず、ゆうちょ銀行の窓口等
　で、振込用の店名（３ケタの漢数字）、預金種目、口座番号を確認してください。
３　振込先口座の通帳について、口座名義人（漢字）及び口座名義人（カタカナ）が記載されて
いるページをコピーして貼付欄に貼付（のりづけ）してください。

→支店名：　　　　　　　　支店

　　　　　－　　　　　－電話番号

振
込
先
口
座
の
情
報

金融機関の名称

本店・支店の別

※該当する方にチェックしてくだ
さい。

預金種別

※該当する方にチェックしてくだ
さい。

口座番号

申
請
者
の
情
報

氏名・法人名



振込先口座通帳の写し（コピー）貼付欄



別紙４

　下記の設問に対する回答を記載してください(着色部へ記載してください）。

設問

⑤その他

全体の

全体の

⑤その他

⑤その他

⑥その他

⑥その他

エネルギー価格高騰の影響に関する調査

回答

① 昨年と比較してコストはど
の程度増減しましたか。

①減少した（右欄に割合を記載してください。）
割

②増加した（右欄に割合を記載してください。）
割

② 電気料高騰に対応するため
に自社で取り組んでいること
はありますか。
当てはまるもの全てに○印を
つけてください。（複数回答
可）

①従業員の省エネルギー意識醸成

②運営方法の見直し

③電力会社やプランの見直し

④自家発電設備や省エネ設備の導入

（ ）

③ 電気料高騰分について、荷
主への価格転嫁交渉は、およ
そどの程度できていますか。
（合計が10割になるように記載し
てください。）

①交渉した（右欄に割合を記載してください。）
割

②交渉中（右欄に割合を記載してください。）
割

③交渉していない（右欄に割合を記載してください。）
割

④ 価格転嫁交渉に応じた荷主
の割合は、およそどの程度で
すか。

右欄に割合を記載してください。
（全く価格交渉していない場合は、「0」と記載してくださ
い。） 割

⑤ 電気料高騰分は、およそど
の程度価格転嫁できています
か。

右欄に割合を記載してください。

割

⑥ （価格転嫁できていない荷主がい
る場合）

転嫁できなかった理由は何で
すか。
最も当てはまるものに○印を
つけてください。

①人手不足で手が回らない

②競合他社との競争のため

③荷主の理解が得られない（契約上の理由など）

④荷主側でも価格転嫁できず、応じてもらえない

（ ）

⑦ （価格転嫁できた荷主がいる場
合）

価格転嫁が進んだことで、ど
のようなことが可能になりま
したか。
最も当てはまるものに○印を
つけてください。

①従業員の賃上げ

②設備投資

③事業拡大

④特にない

（ ）

⑧ ２０２４年問題に対応する
ために取り組んでいることは
ありますか。
当てはまるもの全てに○印を
つけてください。（複数回答
可）

①研修等による従業員への意識醸成

②労働環境の改善

③荷待ち時間の削減（バース予約システムの活用など）

④荷役作業の見直し（共通パレット導入など）

⑤入出庫作業の自動化（パレタイザ導入など）

（ ）

⑨ 行政や業界に対して望む支
援は何ですか。
最も当てはまるものに○印を
つけてください。

①価格転嫁の促進（荷主への理解促進　など）

②設備の導入支援（省エネ・効率化・自家発電設備など）

③効率化等好事例の周知

④ＤＸによる効率化支援（入出庫システムなど）

⑤特にない

（ ）

事業者単位でご回答ください。

金額単位でご回答ください。


